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障害者法制における自立概念









その主張は ｢自立支援｣ をうたう法でありながら, 自立支援とはほど遠い
内容であったからである｡
｢自立｣ という言葉が条文の中にある法律は大量にある｡ けれども, ｢自






ども, ｢障害者自立｣ を法律名そのものに明記したものは他にない｡ 障害
者自立支援法の個々の問題点はおくとしても, 障害者の自立を支援する法

















第１節 障害者福祉関係法令にいう ｢自立｣ の用例
｢自立 障害者 福祉｣ で法務省の法令データ提供システムを使って検
索すると123の法律がでてくる (障害者自立支援法は施行されていないの
でここではでてこない)｡ これらの法律のどこにも ｢自立｣ の定義をした
ものはない｡ ここでは, 少し法律をしぼりこんで, 障害者福祉関係法にあ














































進するため, 身体障害者を援助し, 及び必要に応じて保護し, もつて身体障害
者の福祉の増進を図ることを目的とする｡
(★★自立★★への努力及び機会の確保)

























































































練事業 (以下この条において ｢精神障害者居宅生活支援事業等｣ という｡) の









































単なる ｢自立｣ という単語ではなく, 自立に意味をもたせた条文をあげ
ると以下のようになる｡
(目的)
第一条 この法律は, 障害者基本法 (昭和四十五年法律第八十四号) の基本的
理念にのっとり, 身体障害者福祉法 (昭和二十四年法律第二百八十三号), 知
的障害者福祉法 (昭和三十五年法律第三十七号), 精神保健及び精神障害者福








第二条 市町村 (特別区を含む｡ 以下同じ｡) は, この法律の実施に関し, 次
に掲げる責務を有する｡
一 障害者が自ら選択した場所に居住し, 又は障害者若しくは障害児 (以下


























































































(施策の基本方針) 第八条 可能な限り, 地域において★★自立★★した日常
生活

































































第３節 障害者福祉関係法令における ｢自立｣ の相互比較
再度, 確認のため ｢法令データ提供システム｣ で用例を検索すると以下
のようになる｡














































⑩ 障害者自立支援法はすべて ｢自立した日常生活又は社会生活｣ という用例






れることである｡ 具体的な ｢自立｣ の意味内容を確定する解釈が必要であ
ろうが, それをしたところで, その前後の文脈を考えると ｢自立｣ のため
に法は何を具体的権利として提供してくれるのか, 各法はそれをつまびら
かにしていない｡






用者) とあり, これは他の法にはない用例である｡ ｢自立した日常生活及
び社会生活｣ という用法は, 精神保健福祉法にはない用例で, 障害者自立
支援法が精神障害者にも適用になる福祉サービスを定めているから, ｢及
び｣ でなく ｢又は｣ となったのであろうか｡ ｢英語の 『and (or)』 にあた
る場合, すなわち, 『又は』 と 『及び』 の両方の意味を与えようとする場
合……, 現在の立法例では, ……原則として, 『又は』 を使うことになっ
ている｡
(４)












障害者自立支援法は第１条 (目的) で ｢この法律は, 身体障害者福祉法
(昭和二十四年法律第二百八十三号), 知的障害者福祉法 (昭和三十五年法
律第三十七号), 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 (昭和二十五








同法は, 法規定上このように ｢自立｣ を明記しているけれども, 具体的
に ｢自立｣ の意味や自立のための具体的権利を導き出しているわけではな
い｡ それは契約制度を基本とする現行社会福祉法制に制約されているから
である｡ 障害者自立支援法の個々の問題点はおくとして, 各法にある ｢自
立｣ が具体的に保障される法制度があるかどうか検討する｡
 障害者間の不平等 格差の固定化
利用契約制度では, 同じサービスを受けて同じ料金を払えば, 障害 (児)
者は平等に扱われると思われるが, これは全く間違っている｡ その問題点
は, 先行した介護保険制度で起きている問題を見るとよくわかる｡ 老人福
祉が措置制度の時は, 応能負担制度であったため, ニーズが多く, サービ
スが多くなっても, 低所得者の負担はそれに比例しなかった｡ 逆に高額所
得者が特別養護老人ホームに入所した場合は, 極端な場合, 上限は一応あ
ったが, 費用を全額負担することとされていた｡ しかし, 介護保険制度に
なって, 一律１割負担となり, 今まで費用が少なくてすんだ利用者が逆に
費用負担が増え (平成12年３月31日以前より特別養護老人ホームに入所し





が, 高齢者福祉に介護保険制度という ｢応益負担｣ 制が導入されたことに
より, 高齢者にも ｢勝ち組｣ と ｢負け組｣ の階層分化が入ってきたのであ
る｡ しかも, 年金生活者は, 働いていたときの収入が年金にほぼ反映する
から, 若年者と違い, その階層差を死ぬまでほとんど逆転できない｡ 誰で
も障害者になりうるし, 要介護者になりうるというのが保険導入の口実に









































けるために, ｢社会福祉事業法｣ が ｢社会福祉法｣ へと改正されたときに
種々の利用者保護制度が考えられた｡ しかし, それが機能するかは疑問で







その格差をむしろ法認してきた｡ 本人の ｢努力｣ が一応評価される非障害
者の社会とは別の法体系がそこにある｡ 利用契約制度では, 支払い能力あ
る障害者のみが ｢勝ち組｣ として登場できる｡ ｢勝ち組｣ として登場でき
る理由は種々あるけれども, 障害を持つにいたった原因が国家または企業
である障害者とそうでない者との格差を考えると, スタートラインを別に














例外を除き, 障害者施設で一生を終えざるをえない (正確に言えば ｢終わ
らせる｣ であろう) ことが憲法第25条や第13・14条に違反するけれども,
地域生活への移行は必ずしも簡単ではない｡ 宮城県の浅野史郎知事は施設






らば, 障害 (者) 間のノーマライゼーションをも考える必要があることで
ある｡ 自由な競争が強調されるとしても, 競争する前から, スタートライ
ンが国家の法令等により, 格差を設けられていては, 結果の平等どころか,
機会の平等もない｡ 障害者においては, 非障害者と同じように新自由主義
的に生きることさえ, 国家の行為により, 否定ないし, 制限されている｡
このような状況を促進する要因は, まさに ｢構造改革｣ にあり, 障害者
に起きている問題は, 決して障害者固有の問題ではない｡
橋本内閣の六改革 (行政改革, 財政構造改革, 社会保障構造改革, 経済
構造改革, 金融システム改革および教育改革) の一つである社会保障構造
改革は, 社会保障関係審議会会長会議の ｢社会保障構造改革の方向 (中間
まとめ)｣ (1996年11月19日) によりその内容が方向づけられていた｡ そこ




とし国民連帯でこれを支えるという, 自助, 共助, 公助の重層的地域福祉
システムの構築, 福祉を重視し, 年金, 医療, 福祉のバランスのとれた社
会保障の給付構造の実現, 適正給付と適正負担ならびに雇用, 住宅, 教育
等関連施策の充実・連携強化であった｡ 社会保障制度審議会1995年勧告は,
自立と連帯, 国民の不安への対処, 利用者本位, 制度の連携・調整等の考
(桃山法学 第７号 ’06)234
え方を基本としていた｡ これらを基に ｢中間まとめ｣ では, 社会保障の各










構造改革 (中間まとめ)｣ (1998年６月17日, 傍点引用者) では ｢社会福祉
基礎構造改革｣ となった｡ 社会福祉法改正までの種々の法改正の経緯を考
えると, 社会保障構造改革の一環として, 国民の自助努力をうたい, 公的
責任の後退が意図され実行されてきたことがわかる｡
 社会福祉法をめぐる諸問題 ｢契約｣ 制度導入の問題
2003年は社会福祉法制の大転換期となった｡ 社会福祉事業法 (1951年制







出された｡ 要援護者 (新法では利用者) は事業者や施設を自由に選ぶこと

























65条の最低基準が文字通り ｢最低の基準｣ とならない保証はない｡ 自由競
争が働くから, 悪条件の事業者は排除されるというのが, 改革推進論者の










































社会福祉法では, 国のサービス実施責任が後景に退いた｡ 第65条は, 厚
生労働大臣が施設の最低基準を定め, 社会福祉施設設置者の遵守義務を定























(以下 ｢委員会｣) が具体的に機能しうるか疑問が生じる｡ 第83条で, 都道
府県社協に委員会が置かれ, 第84条により, 第81条の規定により行われる
事業の適正な運営を確保するために委員会が必要があると認めるときは,
事業者に必要な助言又は勧告ができ, 事業者は, 勧告を受けたときは, こ




る｡ 86条は, 委員会は, 苦情解決に当たり, 当該苦情に係る福祉サービス
(桃山法学 第７号 ’06)238
利用者の処遇につき不当な行為が行われているおそれがあると認めるとき









































⑦ 社会福祉 ｢業界｣ をめぐる問題 産官学の相互依存・癒着関係
事業者, 行政および学界が癒着または相互に依存・利用し合う状況も看
過しえない｡ 各種審議会等への ｢有識者｣ の参加, 彼らがそれを利用して
情報を得, 政策を喧伝する役割をもつ｡ 福祉の人材養成を急ぐあまり大学
の福祉系学部等の新設・改編規制が緩和され, 教員の研究・教育水準が厳







受験資格付与認定に際し, 厚労省は, 財団法人 ｢社会福祉振興・試験セン
ター｣ を介在させ, 文科省管轄の大学のカリキュラムや授業内容にまで事
実上介入している｡




い ｢公益｣ 法人経営者は, 行政の意向に最も敏感になるから, 情報が早く

















例もあり, 意に反して, 標準の計画に従う授業をすれば, 教授
の自由が制約されかねない｡
資格試験は ｢国定｣ 参考書の使用と ｢国定｣ 解答が事実上義務づけられ
るため, 社会福祉 ｢専門家｣ の思想統制の手段ともなっている｡ 例えば受





とあった｡ 生活保護法５条は ｢前４条に規定するところは, こ
の法律の基本原理であつて, この法律の解釈及び運用は, すべてこの原理
に基いてされなければならない｡｣ と４原理あるのは明確で学界の常識で
あるにもかかわらず, 当初は, 同法１条の ｢国家責任原理｣ を省き, ２～










いるのに, 家族などの ｢社会資源｣ を強制的に使わせる ｢自助｣, 地域福






北欧型福祉国家をモデルにしたかのような ｢脱施設化論｣ 提唱も, 日本





















宅福祉や地域福祉 ｢研究｣ などを厚労省がもてはやすのは, 権利論なき社
会福祉 ｢思想｣ が重用されるからである｡
｢脱施設化論｣ が障害者福祉において声高に叫ばれているにもかかわら









































巧妙な構造改革のわながここにある｡ 障害 (者) 間格差もまさにここにあ
る｡ 万人の万人に対する闘いを始めさせられていることを見過ごしてはな





かし, 地域で自立した生活をしたくとも, その条件がない｡ 所得保障をす
れば障害者自立ができると考える者もいるであろう｡ それは一部正しいけ

























(２) 検索指定用語を ｢障害者 自律 福祉｣ とすると, ① 中央省庁等改革
基本法 (平成十年六月十二日法律第百三号), ② 放送法 (昭和二十五年









(４) 林修三 『法令用語の常識』 (第三版) (日本評論社, 1975年) 11頁参照｡
(５) 同様の措置が, 介護保険法施行法の一部を改正する法律により, 2005
年４月１日からさらに５年間行われるようになった｡
(６) 厚生統計協会編 『国民の福祉の動向 2004年』 (厚生統計協会, 2004
年) 218頁参照｡
(７) 例えば, 拙稿 ｢福祉サービスの基準と質の保障｣ 日本社会保障法学会
編 『講座 社会保障法第３巻 社会福祉サービス法』 (法律文化社,
2001年) 77頁以下参照｡
(８) 毎日新聞ニュース速報 [電子版 2005111100:40] 参照｡
(９) ｢基礎構造改革｣ が基礎 ｢構造改革｣ と誤解されているふしがある｡
厳密には ｢基礎構造｣ 改革である｡ しかし, ｢基礎構造｣ の内容自体が
多義的で非科学的である｡ 改革の当事者が記した炭谷茂編著 『社会福祉
基礎構造改革の視座 改革推進者たちの記録』 (ぎょうせい, 2003年)
２頁 (炭谷執筆) によれば, ｢社会福祉にはいろいろな制度がある｡ 例
えば老人福祉とか児童福祉, 障害者福祉, 生活保護というような福祉制
度があるが, その基礎を支える制度が基礎構造である｡ 例えば社会福祉





がら, 元官僚に聞いたことがある｡ 真相はともかく, 支援費制度導入後,
措置制度がほとんど利用されえない現状を見れば, 措置に関する規定が
無視されてきたことがわかる｡
(11) 炭谷前掲書３頁では, 従来の ｢我が国の福祉サービスは, 利用者に,
決定権や選択権を認めていないのである｡ 戦後アメリカの指導によって
我が国の社会福祉制度は構築されたが, このような措置制度はアメリカ








から｣ (上) (下) ジュリスト1248及び1249号 (2003年), 拙稿前掲 ｢福
祉サービスの基準と質の保障｣ 77頁以下, 拙稿 ｢介護サービスの基準と
質｣ 社保19号 (2004年) 51頁以下等参照｡
(13) 最低基準の問題点を述べた文献として, 鵜沼憲晴 ｢社会福祉事業法の
改正 福祉サービスの質確保施策を中心に ｣ 社保16号 (2001年)
11頁以下, 障害者福祉法制と社会福祉法改正については, 竹中康之 ｢社
会福祉基礎構造改革と障害者福祉法の課題｣ 同24頁以下参照｡




は, 共同通信経済ニュース速報 [2001年５月９日] 参照｡
(15) 坂口厚労相 (当時) の2003年11月14日閣議後記者会見概要より｡ 朝日
新聞ニュース速報 (電子版) ｢障害者支援の補助金不足, 省内予算で対
応方針 厚労相｣ [2003111412:05]｡ 具体的数値については, 朝日新
聞ニュース速報 (電子版) ｢障害者の在宅サービス利用急増, 補助金不
足の恐れ｣ [2003111408:30] 参照｡




(17) 社会保障審議会障害者部会 (第９回) (平成16年４月28日 (水)) 資料
中の (参考) ｢運営適正化委員会における苦情解決事業の状況｣ によれ
ば, 全国社会福祉協議会の平成15年上半期1230件の苦情解決の方法とし
ては, 相談・助言が672件 (54％), 紹介・伝達220件 (18％), 継続中
123件 (10％), 意見・要望58件 (５％), 通知10件 (１％), あっせん３





会福祉協議会の平成12年の収入は, 会費3.4％ 補助金25.34％ 交付金
7.48％ 委託金42.39％ その他21.39％で, 本来, 住民からの会費を財
政基盤とするが, 組織維持, 事業に伴って市町村や上部機関から補助金
や交付金があり, 33％近くを占める｡ また, 事業の委託金が42.39％で,
事業収入の占める割合が非常に高いのが現在の傾向であり, 特徴である｡






(20) 介護保険制度を宣伝する旧厚生省のパンフレット (1996年) では保険
料は500円とあり, １月にコーヒー２杯で介護が受けられるとマスコミ




改革｣ 『法の科学』 第34号 (日本評論社, 2004年) 67頁注(14)参照｡







(24) 福祉士養成講座編集委員会編 『社会福祉士養成講座⑥ 公的扶助論』
(中央法規, 1989年) はしがき２頁 (社会保障研究所長 (肩書きは当時｡
以下同じ) 小山路男執筆部分｡ 小山は ｢はじめに｣ の２頁分のみ執筆)
参照｡








(28) 障害者生活支援システム研究会 『｢重度知的障害 (児) 者の家庭での
介護支援についての実態調査｣ 結果報告書』 (NPO法人大阪障害者セン
ター, 2002年) 11頁参照｡
(29) 前掲 『国民の福祉の動向 2004年』 189頁参照｡
(30) 平成18年度省庁別障害者施策関係予算概算要求の概要より｡ 厚生労働
省関係の ｢障害者の自立した地域生活を支援するための施策の推進｣ の
金額である｡
(桃山法学 第７号 ’06)248
